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タクシー事業の現状について

資料２



・車両台数・・・・・ ２３０,８６５両

・輸送人員・・・・・ １５億９,４７５万人

・営業収入・・・・・ １兆６,７７５億円

○法人タクシー

事業者数・・・・ ６,４５６者

車両台数・・・・ １９２,７５３両

運転者数・・・・ ３１８,９４２名

輸送人員・・・・ １４億９,７６７万人

営業収入・・・・ １兆５,３４７億円

○個人タクシー

事業者数・・・・ ３８,１１２事業者

車両台数・・・・ ３８,１１２両

輸送人員・・・・ ９,７０８万人

営業収入・・・・ １,４２８億円

平成２６年３月３１日現在

国土交通省調べ ※ハイヤー及び福祉限定事業者を除く

全国のタクシー事業の規模
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輸送人員

運送収入

車両数

（年度）

輸送人員（万人） 運送収入（千万円） 車両数（両） 日車営収（円）

※日車営収 ： 実働１日１車当たりの運送収入 国土交通省調べ

タクシー事業の現状（法人事業者データ）

規制緩和（需給調整規制等） タクシー適正化・活性化法施行

リーマンショック

・車両数は、平成１４年２月の規制緩和以後増加傾向にあったが、２０年度以降は減少傾向。
・輸送人員・運送収入については、景気の低迷等の影響を受けて、近年減少傾向。
・特定地域（現：準特定地域）における適正化の取組み（減車）の結果、平成２２年度以降

日車営収が上昇。
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タクシー運転者と全産業労働者の年間所得等の推移（男性）

資料：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より国土交通省作成
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タクシー（万円） 全産業（万円） タクシー（時間） 全産業（時間）

タクシー運転者の年間所得は全産業平均の約半分であるが、労働時間は全産業平均よりも長い。

（注）１ 年間所得＝「きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額」により国土交通省が推計した値

きまって支給する現金給与額＝各年6月分として支給された現金給与額（所得税、社会保険料等を控除する前の額）で、基本給、職務手当、精皆勤手当、通勤手当、家族手当、超過勤務手当等を含む。

年間賞与その他特別給与額＝調査年前年1月から12月までの1年間における賞与、期末手当等特別給与額

２ 労働時間＝「（所定内実労働時間数＋超過実労働時間数）×12」により国土交通省が推計した値

所定内実労働時間数＝事業所の就業規則などで定められた所定労働日における始業時刻から終業時刻までの時間に実際に労働した時間数

超過実労働時間数＝事業所の就業規則などで定められた所定労働日における始業時刻から終業時刻までの時間以外に実際に労働した時間数及び所定休日において実際に労働した時間数

３ 調査対象は、10人以上の常用労働者を雇用する民営事業所。タクシー運転者と全産業労働者の平均年齢の推移
H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

タクシー 52.9 53.2 53.8 54.2 54.9 55.3 56.1 56.8 56.2 56.8 57.0 57.6 58.4 58.7

全産業 40.9 41.1 41.2 41.3 41.6 41.8 41.9 41.7 42.0 42.1 42.3 42.5 42.8 42.9
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タクシー事業の費用構成

○営業費用のうち、人件費は７０パーセント以上を占めている。

○他方、車両の減価償却や修繕などの車両関係費は、全体の４パーセン
ト弱であり、設備投資費用が低廉となっている。

■人件費

■燃料費

■車両関係費

■その他

平成2３年度 営業費用内訳

72.8%

8.5%

3.5% 15.2%
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悪質事業者でも
市場淘汰されにくい

タクシー事業の特性と供給過剰の関係

流し営業が主流 事業に要する主なリソースは車両と運転者

利用者の選択可能性
が低い

歩合賃金制
（人件費は変動費）

設備投資費用が低廉

「運賃・参入・増車」について規制が緩和されると・・

経 営 者 の 判 断
運賃を値下げし、車両・運転者を増やして市場シェアを
確保しようとする傾向

例）規制緩和後のパターン
売上5万円／両 × 12両 ＝ 60万円

↓ ↓
売上4万円／両 × 15両 ＝ 60万円

運転者の
所得減

安全性の低下 サービス向上のインセンティブの低下 繁華街等の交通渋滞

供給過剰の弊害

更なる運賃値下げ・増車の繰返し 更なる所得減

規制緩和の下で景気が低迷すると・・・

供 給 過 剰
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タクシー運転者（男性）の年齢別構成比率の推移
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注１）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より国土交通省作成。
注２）平成１９年以前は年齢区分を６５歳以上と７０歳以上に区分していない。 7
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注１）当該データは「賃金構造基本統計調査（厚労省統計資料）」により、企業規模10人以上を対象とした統計である。
注２）「若年層」とは、39歳までの者のことをいう。 8



注１）平成17年以降は調査対象事業者を会員事業者のみとしていることから、平成16年以前のデータと直接比較することはできない。
注２）全国ハイヤー・タクシー連合会調べ。
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経営者が女性・若者を労働力とみてお
らず、リクルート・労働環境の整備を
怠ってきたこと

バス・長距離トラックの長時間拘束

深夜・早朝や休日などの不規則な就業
形態

バス タクシー トラック 全産業平均

就
業
構
造

運転者・整備要員数 13万人 34万人 84万人 -

（女性比率） 1.4％ 2.3％ 2.4％ 42.8％

平均年齢 48.3歳 58.3歳 46.2歳 42.0歳

＜

＞

ドライバー業界における女性活躍の現状と課題

女性比率がわずか2％程度であり、女性は殆ど皆無といっていい状況。

平均年齢が高いだけでなく、40歳未満の若い運転者が少ないことが問題。例えば、40歳未満の運転者の割合はバスで1/5、大型トラック
で1/4にとどまる。

ドライバー業界の就業構造の現状 要因

【課 題】

不規則・長時間・力仕事などの過酷な労働環境により、女性・若者の新規就
労がほとんどない状態。

【具体的な取組】

●中継輸送の導入による「働き方」改革
・ 一人の運転者が一つの行程を担うことが当然とされてきた「働き方」
を改め、複数人で分担する「働き方」に変えることで、不規則・長時間
労働を解消。

●女性向け短時間勤務の導入による「働き方」改革
・ 男性を前提とした硬直的で長時間の「働き方」を改め、女性向け短時
間勤務など柔軟な「働き方」に変える。

【課 題】

女性・若者を労働力とみておらず、リクルートや男女別施設の整備等が
不十分。

【具体的な取組】

●女性・若者への戦略的なリクルート

●定着を促すための労働環境の改善

・ ワーク・ライフ・バランスの向上

・ ES（従業員満足度）の向上 等

●女性の活躍のための環境整備

・ トイレや更衣室等の男女別施設の整備

・ 女性が働きやすい事業部門（路線バス等）の検討 等

採用から定着まで一貫した取組 「働き方」を変える抜本的な取組

ドライバー業界における女性活用に向けた取組
（「自動車運送事業等における人材の確保及び育成に向けたプロジェクトチームとりまとめ」抜粋(平成26年7月)）

ドライバー業界における女性活躍の現状と取組
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定額運賃の設定

専用乗り場の設置 ＵＤタクシーの導入促進

公共交通機関における高齢者・障害者等の移動
に係る利便性及び安全性の向上の促進

※導入補助、税制優遇措置あり

【認定車両】
○日産：NV200バネットタクシー

導入状況：335社606両
（平成26年3月31日現在。全タク連調べ）

ＥＶ・ＨＶタクシー乗り場
：東京１カ所、大阪３カ所

優良タクシー乗り場
：東京１３カ所

プレミアムタクシー乗り場
：福岡２カ所

過疎地の乗合タクシー

育児支援・妊婦応援タクシー

全国子育てタクシー協会（２８都道府県）

（チャイルドシートを設置して送
迎をおこなう子育てタクシードラ
イバー）

観光への取り組み

札幌、東京、長野
等で認定を受けた
ドライバーによる
観光タクシーを実
施

ラーメンタクシー（和歌山、福岡）、そばタクシー（長野
県）といった地域の特産を活かした取り組みを実施

宮城県では認定を
受けたドライバー
による震災語り部
タクシーを実施

タクシー事業の活性化に向けた取組み

（優良タクシー乗り場）
○トヨタ： JPN TAXI Concept

導入状況：平成29年導入予定

○子育てタクシー

保護者の負担を軽減するため、専門の研修を受けた
運転者がチャイルドシートやジュニアシート等を備え
て対応。

○マタニティタクシー
事前登録をした妊婦のお客様に対し、陣痛等が始

まった場合に専門の研修を受けた乗務員がかかりつけ
の病院まで輸送。

路線バスのない地域など
で地方公共団体と連携
し、住民の移動手段確保
に貢献。

○東京都内から羽
田空港の場合

６，５00円

７，000円

８，000円

９，500円

１１，500円 - 11 -



附帯決議について【衆議院】①

ಃ

৮



附帯決議について【衆議院】①改正特措法附帯決議について（抜粋）【衆議院】

１．一般乗用旅客自動車運送事業が地域の公共交通機関として重要な役割を担っている
ことを関係者は認識し、高齢者、妊婦、障害者、訪日外国人等の幅広いニーズに的確
に応えるとともに、創意工夫を凝らしてサービスの高度化や高質化に積極的に取り組
むことにより、需要の拡大を図ること。

12． 国土交通省及び厚生労働省は、累進歩合制の廃止について改善指導に努めるこ
と。また、労使双方に対し、本法の趣旨を踏まえた真摯な対応を行うよう促すととも
に、取組状況を把握し助言等必要な支援を行うこと。

13． 一般乗用旅客自動車運送事業者は、歩合給と固定給のバランスの取れた給与体系
の再構築、累進歩合制の廃止、事業に要する経費を運転者に負担させる慣行の見直し
等賃金制度等の改善等に努めるとともに、運行の安全を確保し、拘束時間外に運転代
行業務に従事すること等により安全な運転をすることができない運転者を乗務させる
ことがないよう万全を期すること。

16．本法の施行後における施行の状況や効果について、三年毎に総合的に検証を行い、
その結果を両院に報告すること。

17． 国土交通省は、本法の施行の状況等を検証し、関係法令に基づく諸施策について
不断に検討を行うこと。
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１．一般乗用旅客自動車運送事業が地域の公共交通機関として重要な役割を担っている
ことを関係者は認識し、運転者登録制度の拡充や旅客自動車運送事業適正化事業実施
機関制度の導入等が行われることを踏まえ、引き続き運行の安全を徹底するとともに、
サービスの高度化や高質化に積極的に取り組むことを通じてサービス面での競争を活
発に行い、利用者利便の一層の向上が図られるようにすること。

８．国土交通省及び厚生労働省は、累進歩合制の廃止について改善指導に努めること。
また、労使双方に対し、本法の趣旨を踏まえた真摯な対応を行うよう促すとともに、
取組状況を把握し助言等必要な支援を行うこと。

９．一般乗用旅客自動車運送事業者は、歩合給と固定給のバランスの取れた給与体系の
再構築、累進歩合制の廃止、事業に要する経費を運転者に負担させる慣行の見直し、
過度な遠距離割引運賃の是正等賃金制度等の改善等に努めるとともに、運行の安全を
確保し、拘束時間外に運転代行業務に従事すること等により安全な運転をすることが
できない運転者を乗務させることがないよう万全を期すること。

14．本法の施行後における施行の状況や効果について、三年毎に総合的に検証を行い、
その結果を本院に報告すること。

改正特措法附帯決議について（抜粋）【参議院】
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